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論 文 の 内 容 の 要 旨
　バイオテクノロジー産業では、遺伝子に配慮した経営が浸透しつつある一方、利益第一を目的とした低い
経営倫理観に基づく経営を行っている企業も依然として少なくない。この研究は、遺伝子を利用して事業を
行うバイオテクノロジー企業がどのような社会的責任を持つべきかについて、従来の社会的責任論に生命倫
理、環境倫理の観点から検討を加えることによって、現実に実践されている遺伝子配慮型経営行動に「遺伝
子利用に対する社会的責任」という理論的根拠を付与したものである。
　1章から 8章では、本論文に関係する学問分野を概観した。すなわち、環境倫理学、生命倫理学、経営倫
理学、企業の社会的責任論、ステイクホルダー論、国際法、バイオテクノロジー論である。
　9章では、バイオテクノロジー分野ですでに明らかになっている生命倫理上、経営倫理課題の実例を紹介
した。
　10 章において、バイオテクノロジー企業には、「遺伝子を利用する上での社会的責任」が存在するという
仮説を提案する。ここでは、生命倫理学と環境倫理学の基本原則を関連づけることにより、環境的責任を果
たすことによる環境配慮型経営の各事業項目が、バイオテクノロジー企業において、「遺伝子を利用する上
での社会的責任」を果たすことによる遺伝子配慮型経営にも適用し得ることを明らかにした。
　11 章では、前章で提案した仮説が成立するための前提条件として、「企業のステイクホルダーとしての遺
伝子」概念を提示した。このステイクホルダー概念の構築方法としては、企業と自然環境との間に社会契約
が成立していることを説明したドナルドソンの社会契約論的アプローチを用いた。このアプローチが環境を
一種のステイクホルダーとして認識した環境配慮型経営を正当化したのと同様に、企業と遺伝子の間にも社
会契約が結ばれ得ることを示すことで、バイオテクノロジー企業が遺伝子配慮型経営を行わなければならな
いこと、すなわち、「ステイクホルダーとしての遺伝子」概念の妥当性を確認した。
　12 章では、世界で最も普遍的組織とみなされている国際連合が関与して制定される国際法の条文を検討
することにより、「ステイクホルダーとしての遺伝子」概念の正当化を試みた。また、国際法は、その策定
過程の中で、企業のステイクホルダーでもある世界各国の NGOが重要な関与をしており、国際法はステイ
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クホルダーの要求が十分に反映されたものと捉えることができる。この条件を考慮した上で各条約等を検証
すると、自然環境を特別の配慮をもって保護すべきとする条文、および自然環境と遺伝子の不可分性を示唆
する条文が確認された。このことから、自然環境が企業のステイクホルダーとして認識されるのと同様に、「ス
テイクホルダーとしての遺伝子」の正当性が確認できた。
　結果として、10 章で提案した「遺伝子利用に対する社会的責任」概念は、11 章で提案した妥当性が確認
された「企業のステイクホルダーとしての遺伝子」概念、および、12 章における国際法による「企業のス
テイクホルダーとしての遺伝子」概念の正当性確認により、その成立根拠が検証された。
審 査 の 結 果 の 要 旨
　本研究の結果は、遺伝子及びゲノム研究開発と産業化の多様な様な場面での企業の社会的責任について概
念の整備と位置づけが検証され、企業での CSR対応の総合的な体系の基礎となると考えられる。特に、12
章では、世界で最も普遍的組織とみなされている国際連合が関与して制定される国際法の条文を検討するこ
とにより、「ステイクホルダーとしての遺伝子」概念の正当化を試みた。国際法が政府や研究機関だけでなく、
幅広い関係者の参加により議論された経緯に注目した事は、国際社会でのガバナンスに係る事であり、広く
CSRを相互理解する基盤に係る事であり、重要な視点である。また、国際法は、その策定過程の中で、企業
のステイクホルダーでもある世界各国の NGOが重要な関与をしており、国際法はステイクホルダーの要求
が十分に反映されたものと捉えることができる。この条件を考慮した上で各条約等を検証すると、自然環境
を特別の配慮をもって保護すべきとする条文、および自然環境と遺伝子の不可分性を示唆する条文が確認さ
れた。このことから、自然環境が企業のステイクホルダーとして認識されるのと同様に、「ステイクホルダー
としての遺伝子｣ の正当性が確認できた。国際社会での今後の展開が期待され、論文は独自性が高く充実し
たものであると考えられる。
　よって、著者は博士（生物科学）の学位を受けるに十分な資格を有するものとして認める。
